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研究要旨 障害者就業・生活支援センター（以下、センター）における就労アセスメント

の実施状況を把握するために、全国のセンターを対象とした質問紙調査及びインタビュー

調査を行った。その結果、センターで行われている就労アセスメントの実態が明らかにな

り、地域特性（特に就労移行支援事業所との役割分担）からの影響、人的配置・活動内容

の面では制度の影響を受けていること、就労アセスメントをより意義のあるものとするた

めに、今後の改善の余地が残されていること（アセスメント結果の共有方法など）等の可

能性があることが示された。 

 

１．研究の背景と目的 

特別支援学校卒業生等が就労継続支援 B

型事業所（以下、B 型事業所）の利用を希

望する場合、就労移行支援事業所等でアセ

スメント（以下、就労アセスメント）を受

けることとなっているが、この事業のもと

となったのは、平成 24 年度～26 年度に実

施した「障害者就業・生活支援センターモ

デル事業」である。同モデル事業が実施さ

れたのは、障害者就業・支援センター（以

下、センター）が全国の障害福祉圏域に設

置が整いつつある状況であり、就労移行支

援事業所のない地域でも就労に関するアセ

スメントの実施機関として機能する可能性

があったためとされる。また、同モデル事

業におけるセンターの役割として、アセス

メントに加えアセスメント後の相談支援事

業所との協議等にかかる課題をも含めて検

討・整理することが含まれていた（厚労省

障害保健福祉部障害福祉課, 2012）。このモ

デル事業の成果として、「就労アセスメント

を活用した障害者の就労支援マニュアル」

が提出されている（厚生労働省, 2015a）。 

また、センターの中には「就労移行等連

携調整事業」を実施している場合がある。

この事業では、特別支援学校の在校生及び

卒業生、就労継続支援事業所等の障害福祉

サービス利用者及び一般就労している障害

者を対象に、適切な「働く場」への移行に

向けた支援が必要な者に対してアセスメン

トや、適切な「働く場」への移行に向けた

支援を、同事業を実施するセンターが行う

こととされている（厚生労働省, 2015b）。 

このようなことから、センターが就労ア

セスメントに関してノウハウを有している

場合があることが考えられる。そのため、

就労移行支援事業所に対する調査(梅永 , 

2017)だけではなく、全国のセンターの就労

アセスメントに関する状況を明らかにする

ことは意義のあることであると考えられる。 

そこで本章では、センターにおいて就労

アセスメントはどのように行われているの



 
2 

 

か、明らかにすることを目的に、量的調査

（研究 1）及びインタビュー調査（研究 2）

を行った。 

 

２．研究 1：質問紙調査による就労アセス

メントの量的実態把握 

(1)目的 

全国のセンターの就労アセスメントの実

施状況について質問紙調査により数量的に

把握する。 

 

(2)方法 

全国のセンター326 所を対象にアンケー

ト調査を行った。調査実施時期は平成 28 年

11 月～12 月であった。平成 27 年度の状況

について把握することとした。 

調査項目は以下の通り。 

(a)基本属性：所在地、開設年度、法人内

の障害者就労継続支援事業・就労移行支援

事業等の実施状況、27 年度末時点での登録

者数 

(b)就労アセスメントの概要：①27 年度の

就労アセスメントの有無、②就労アセスメ

ント未実施の場合の理由、③27 年度の就労

アセスメントの実施人数、④就労アセスメ

ント実施後の進路・利用サービス、⑤就労

アセスメントの具体的内容、⑥就労アセス

メント実施内容の実施理由、⑦就労アセス

メントを所外で実施している場合の実施場

所、⑧就労アセスメントを実施した場合の

実施日数及び必要と思われる日数、⑨28 年

度の就労アセスメントの実施可能人数、 

(c)就労アセスメントの実施体制：⑩就労

アセスメント実施上の職員体制（職員が単

独で実施か複数分担で実施か）、⑪アセスメ

ント実施職員の資格・経験、⑫就労アセス

メントを実施する上で必要と考える技術、

⑬就労アセスメントについての意見 

 

（倫理面への配慮） 

障害者就労支援機関であるセンターに対

する情報収集であり、特定個人の障害者等

の情報を扱っておらず、特に必要はなかっ

た。 

 

(3)結果 

173 事業所から回収され、回収率は

53.1％であった。 

①就労アセスメントの実施の有無 

就労アセスメントを 27 年度に実施した

のは 34%と約 1/3 となっていた（図 1）。 

 

図 1 就労アセスメントの実施の有無 

 

②就労アセスメント未実施の場合の理由 

就労アセスメント未実施の理由として、

「就労アセスメントの依頼がなかった」が

最も多く 48%、次いで「自治体にて実施事

業所等が指定されている」が 25%であった

（図 2）。 
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図 2 就労アセスメント未実施の場合の理由 

 

③27 年度中の就労アセスメント実施人数 

就労アセスメントを実施した人数は 343

人となっており、そのうち 211 人（61.5%）

が特別支援学校在籍者を対象としたもので

あった（図 3）。また、全体では障害種類で

は知的障害者を対象とした場合が 7 割程度

であった（図 4）。 

また、特別支援学校在籍者は知的障害者

が 90%であったのに対し（図 5）、特別支援

学校在籍者以外では知的障害者が 43%、精

神障害者が 46%となっていた（図 6）。 

 
図 3 就労アセスメント実施人数（全体） 

 

 
図 4 障害種類別 就労アセスメント実施人
数（全体） 

 

 

図 5 障害種類別 就労アセスメント実施
人数（特別支援学校高等部在学者のみ） 

 

 
図 6 障害種類別 就労アセスメント実施
人数（特別支援学校高等部在学者以外） 

 

④就労アセスメント実施後の進路 

就労アセスメント実施後の進路について

図 7、図 8 に示した。特別支援学校在籍者

の場合でも、特別支援学校在籍者以外の場

合でも、結果として B 型事業所への進路が

多く、また就労移行支援あるいは一般就労

への進路が少なかった。 

 

図 7 就労アセスメント実施後の進路等
（特別支援学校高等部在学者） 
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図 8 就労アセスメント実施後の進路等
（特別支援学校高等部在学者以外） 

 

⑤就労アセスメントの具体的内容 

就労アセスメントの具体的内容について

は対象者が知的障害の場合の記載が多かっ

たため(59 か所中 57 か所で回答)、知的障害

者の場合の実施内容について図 9 に示した。

内容としては、「対象者、家族、関係者への

面接」が多く、次いで「就労移行、就労継

続支援事業所における実習」が多かった。

チェックリスト等や作業検査を活用した就

労アセスメントは多くは行われていない状

況であった。 

図 9 就労アセスメントの具体的内容(2 つ
まで選択) 

 

⑥就労アセスメントの実施理由 

図 9 で示したような就労アセスメントを

実施する理由として挙げられたものを集計

したのが図 10 である。「作業態度、作業遂

行力の把握が重要」が最も多く、次いで「対

人対応、社会生活面の状況把握が重要」が

多かった。「企業等所外での状況把握が重要」

等の理由を挙げている件数は少なかった。 

 

 

 
図 10 就労アセスメント実施理由(2 つまで
選択) 

 

⑦就労アセスメントを所外で実施している

場合の実施場所 

就労アセスメントを所外で実施している

場合の実施場所を図 11 に示す。特別支援学

校等の校内が多く、企業等の場面について

は少なかった。 

 
図 11 就労アセスメントを所外で実施
する場合の実施場所(複数回答)  

 

⑧就労アセスメントの平均実施日数及び

本来必要な日数（特別支援学校高等部在学

者） 

図 12 に就労アセスメントの平均実施日

数及び本来必要な日数を示した。実際に実

施している日数としては「3 日」が多く、2

週間以上をかける場合は多いとは言えなか

った。ただし、「実際に必要と思われる日数」
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については「1 週間位」と回答している場

合が最も多く、支援者が本来必要と考える

日数は実際には行えていない実態にある可

能性があることが示された。 

 
図 12 就労アセスメントの実施日数と本
来必要と思われる日数 

 

⑨就労アセスメント実施上の職員体制 

就労アセスメントを実施する職員の体制

については、複数の職員が分担して実施し

ている場合と、特定の職員が単独で実施し

ている場合に、大別された（図 13）。 

図 13 就労アセスメント実施上の職員体

制 

 

⑩就労アセスメントを実施する職員の資格

や支援経験 

就労アセスメントを実施する職員の資

格・支援経験については、障害者雇用支援

の経験を持つ者が多く 45（就労アセスメン

ト実施者数 59 を 100%とした時 76.3%）、

福祉関係（社会福祉士等）の資格 38（同

64.4%）となった（図 14）。 

 
図 14 就労アセスメント実施職員の資格

や支援経験（複数回答） 

⑪就労アセスメント実施上で必要な技術 

就労アセスメントを実施する上で必要な

技術として、「障害特性の知識、特性を踏ま

えた対応方法、面接や聞き取りの方法」が

最も多く挙げられていた。 

 

また、次に必要な技術として「アセスメ

ント全般に関する基礎知識の習得」、「画一

的ではない、対象者の状況を踏まえたアセ

スメント手法の活用」も多く挙げられてい

た（図 15）。 

 
図 15 就労アセスメントを実施上必要と

考える技術 

 

(4)考察 

センターでの就労アセスメントの実態が

明らかになった。 

センターでの就労アセスメントの実施は

回答者の約 1/3 に留まっていたことが示さ

れているが、これは就労移行支援事業所と
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の役割分担が影響していることが考えられ

る。すなわち、就労移行支援事業所の地域

における分布にはばらつきがあり、センタ

ーが就労移行支援事業所のない地域に存在

する場合、センターが就労アセスメントを

担う、就労移行支援事業所が十分に存在し

ている地域にセンターが位置する場合は、

センターはあまり就労アセスメントを行わ

ない（就労移行支援事業所が行う）という

役割分担があることが推察される。このこ

とは、就労アセスメントを実施していない

理由として「依頼がなかった」が最も多く

48%であったことからも考えられる。 

また、就労アセスメントの対象者は約 6

割が特別支援学校在籍者となっており、学

校在籍者の場合は知的障害者が中心、学校

在籍者以外の場合は知的障害者に加えて精

神障害者が一定割合を占めるという状況で

あった（図 5、図 6）。ただし、いずれの場

合でも、進路は B 型事業所が多い（図 7、

図 8）。つまり、適切な「働く場」への移行

に結びついているか検証がさらに必要と思

われる結果となったと言える。 

この結果の要因として、B 型事業所に進

むということが、利用者・支援者（事業所）

間でほぼ決まっており、Ｂ型事業所を利用

するという前提のもと就労アセスメントが

行われているという可能性が考えられる。

この問題は、就労アセスメントの根幹をな

す問題であり、今後このような合意形成が

行われる前に就労アセスメントが行われる

ようにすることで、より就労アセスメント

が進路選択上意義のあるものとなるような

改善が必要なことが考えられる。 

また、就労アセスメントの内容はチェッ

クリストを基にした行動観察や聞き取りに

よる情報収集が多くワークサンプルなどの

活用は多くなかった（図 9）。またアセスメ

ントに従事する職員は障害者雇用支援に関

わった経験や福祉関係の資格を有している

こと（図 14）、またかけるべき時間に比べ

て、実際にアセスメントを行っている時間

は短くなってしまっていること（図 12）か

ら、事業の予算による制約が活動内容に影

響している可能性が考えられる。ただし、

それだけではなく、アセスメント担当者の

就労アセスメント技術の向上も重要な要素

として捉えられていることも示された（図

15）。 

これらのことから、就労アセスメントの

実施内容に影響を与える要因として、就労

アセスメントにかけられる時間、職員数、

アセスメント技術が考えられ、時間・職員

数に関しては制度面の影響があることが考

えられる。なお、就労アセスメントの知識・

技術があることで、制度の制約があっても

その影響が緩和される等の可能性も考えら

れるが、このような変数間の関係について

は、さらに検証が必要であると考えられる。 

 

３．研究 2：聞き取り調査による就労アセ

スメントの質的実態把握 

(1)目的 

全国のセンターの就労アセスメントの実

施状況について、聞き取り調査により質的

に把握する。 

 

(2)方法 

全国のセンターのうち 2 所を対象に聞き

取り調査を行った。調査実施時期は平成 29

年 3 月であった。なお、2 所を選んだ基準

は、県内に就労移行支援事業所が少ない地
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域にあるセンター、就労移行等連携調整事

業を実施しており、就労アセスメントにつ

いて積極的に取り組んでいるセンターとし

た。 

 

インタビューでは平成 27 年度の状況に

ついて把握することとした。 

主な聞き取り項目は以下の通り。 

 

・就労アセスメントの実施方法、効果的、

円滑に実施する方法はあるか 

・一連のアセスメントの流れ、モデル例、

他機関との連携（特別支援学校、相談支援

事業所）の例 

・アセスメントの結果とセールスポイント

や課題をどのように結びつけるか 

・ご本人の進路候補（一般企業、移行支援、

Ａ、Ｂ）を提案しているか 

・ケース会議等を行っているか、結果のフ

ィードバック方法 

・就労アセスメント後の利用者の状況、進

路変更がなされた例 

・就労アセスメントを受けた方の中には移

行支援で十分対応可能な方もいるのか 

・Ｂ型事業所に行こうと思っていた方が、

移行支援などに進路を変えるきっかけは何

か 

・関係者が利用者の進路（Ｂ型事業所希望

の場合）について、どのような根拠でその

ように思っているのか、また、一般就労に

ついてどのような意識を持っているか 

・この仕組みの改善点、課題点など 

・アセスメント実施者の困っていること（フ

ィードバックの仕方など） 

 

聞き取った内容は IC レコーダーに録音

し、適宜メモを作成し、語られた内容によ

り分担研究者が分類・分析し、再構成した。 

 

(3)結果 

語られた内容の概要は表 1 の通り、整理

することができた。すなわち大きくは、就

労アセスメントの実施の実際、アセスメン

ト実施による影響、今後の課題に分類する

ことができた。 

 

表 1 聞き取り調査で語られた話の概要 

 

以下、中分類項目（表 1 の①～⑥、２、

３）の内容を見ていく。 

①実施体制 

実施体制については、複数のスタッフで

実施している場合、専任職員を配置して実

施している場合が語られた。 

1.就労アセスメントの実施の実際 

①実施体制 

②対象者の選定方法 

・エリアによる他機関との役割分担に

よる選定 

・対象者の所属機関との関係づくりに

よる選定 

③本人・保護者へのアセスメントの意義

の事前伝達（の有無） 

④アセスメントの項目 

⑤実施場所、かける時間 

・対象者の普段通いなれている場所に

出向く 

・対象者に普段と異なる場所に通わせ

る 

⑥アセスメント後の結果の共有 

2.アセスメント実施による影響 

3.今後の課題 
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②対象者の選定方法 

対象者の選定方法はエリアによる他機関

との役割分担による選定が行われているこ

とが語られていた。また、特別支援学校在

学者ではなく、B 型事業所在籍者を対象に

アセスメント等を行っている場合、B 型事

業所とセンターとの関係が構築されていく

ことで、「この人もアセスメントの対象とし

てどうか？」という提案が事業所側より行

われることもあるということも語られた。 

 

③本人・保護者へのアセスメントの意義の

事前伝達 

就労アセスメントを実施する際に、対象

者である本人や家族に、どのような目的で

どのようなアセスメントを行うのかといっ

た意義を実施前のタイミングで伝達してい

るかどうかも、トピックの一つとなった。

特別支援学校在学者には意義は伝わってい

るものの進路選択の上での参考情報とはあ

まりなっていないこと、B 型事業所在籍者

を対象としてアセスメントを行う場合事前

伝達することが関係構築上、良い影響を与

えないことが経験則から示されたことから、

機械的に事前に伝えるのではなく、対象者

の所属機関職員と協議の上タイミングを見

計らって伝えていることが語られた。 

 

④就労アセスメントの項目 

特別支援学校在籍者に関しては、学校よ

り就労アセスメント実施前に事前情報を得

ていた。また、就労アセスメント自体の項

目については、「就労支援のためのチェック

リスト」（障害者職業総合センター, 2009）

等を基に項目を設定し、観点とし、さらに

アセスメント結果にまとめるということが

行われていた。 

 

⑤実施場所、かける時間 

実施場所については、特別支援学校在学

者の場合、対象者が普段通う学校の通常の

授業期間 3 日間で作業学習場面などを観察

する場合と、就労移行支援事業所で行われ

る場合とがあった。後者については夏季休

暇中に最大 2 週間（10 日間）以内で行われ

るとのことであった。一方、B 型事業所在

籍者対象の場合、対象者のいる事業所を２

～3 カ月かけ、数回訪問し、作業場面での

観察・職員からの聞き取りが行われていた。

ワークサンプル等をセンター内で行うとい

うことは語られなかった。 

 

⑥就労アセスメント後の結果の共有 

特別支援学校在籍者の場合、就労アセス

メント結果のフィードバックについては、

保護者や教諭を交えて、ケース会議等開催

して伝えることはなかなかできていないと

のことであった。これは後述するように、

進路がすでに決まっており、後追い的にア

セスメントを行っており、アセスメントが

通過儀礼化していることが影響していると

考えられる。せっかくアセスメントを実施

しているのに、その情報がうまく活かしき

れていないように感じるとのことであった。 

また、B 型事業所在籍者に関しては、年 2

回行われる個別支援計画策定時に就労アセ

スメント担当者が同席し、「このような観点

で特徴を捉えましたが、今後どのような進

路を考えていますか？（A 型事業所や就労

移行支援、さらに将来は一般企業への就職

も考えますか）」といった問いかけを行い、

当事者や保護者に少しずつアプローチする
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ようにしているとのことであった。アセス

メントの結果のみをフィードバックすると

いうことは行われていなかった。 

 

⑦就労アセスメントの成果 

就労アセスメントを導入することで、一

義的には対象者となる個人の進路選択への

影響、二義的にはその対象者に対し支援を

行っている施設・組織への影響が考えられ

る。 

個人の進路選択への影響については聞き

取りの結果、特別支援学校在籍者では現在

のところ明確には認められないとのことで

あった。すなわち、B 型事業所に行くとい

うことが決まっていて、就労アセスメント

が「通過儀礼」のようになってしまってい

る。このような場合、特に学校の進路指導

主事というより、一般の担任・教諭と保護

者とで話が固まっているということがある。

このことから、就労アセスメントについて、

もっと一般の教諭や保護者への啓発が必要

との意見があった。 

また、B 型事業所在籍者に対してのアセ

スメントについても、就労移行支援には進

路変更ということはなかなかなく、むしろ

A 型事業所に移行する（利用者が所属して

いた法人内での異動ということではなく別

法人の A 型事業所に就職する）事例は数例

出てきているとのことであった。 

組織への影響についてであるが、特別支

援学校については明確には語られていなか

った。一方、B 型事業所については就労ア

セスメントについて少しずつ理解が進んで

きているように感じるとの意見もあった。 

 

⑧今後の課題 

今後の課題としては、件数を増やしてい

くことへの負担感や職員の活動方法に関す

る制約が挙げられた。前者・後者とも、関

わる職員数を増やせない、あるいは活動内

容に制約があるという意見であることから、

制度上の制約となっているという意見であ

ると捉えることが可能であろう。 

 

(4)考察 

量的調査で見られた関係（地域性による

就労移行支援事業所との役割分担、Ｂ型事

業所を利用するために既定の進路を追認す

る形で就労アセスメントが行われているこ

と、制度による制約が活動内容に影響して

いる可能性があること）が、インタビュー

調査からも確認された。一方で、質問紙調

査では明らかにされなかった情報（対象者

の選定方法、本人・保護者へのアセスメン

トの意義の事前伝達の有無、アセスメント

の項目、アセスメント後の結果の共有、ア

セスメントの成果としての当該施設への影

響）についても把握することができた。 

就労アセスメントを行う目的・意義とし

て、「働く意欲のある障害のある人の特性や

能力を最大限活かすことができるような支

援を行い、最も適した「働く場」に円滑に

移行していくためには、障害のある人自身

の将来的な成長の可能性も含めてアセスメ

ントを行うこと」（厚生労働省, 2015）と指

摘されている。本研究の結果からは、障害

のある人のより適切な進路選択を行うため

の就労アセスメントを把握する視点が提示

されていると考えることができよう。すな

わち、就労アセスメントについて適切に障

害者本人や周囲の人にその意義が知らされ
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ているかどうか、適切なアセスメントの項

目が選択されているかどうか、就労アセス

メントの前後で障害者本人や周囲の人の、

本人の進路に関する意識（キャリアに関す

る意識）が変容したかどうか、障害者本人

の所属する機関の一般就労支援に関する意

識・態度が変容したかどうか、といったこ

とは就労アセスメントの実施状況を把握す

る上での有意義な視点であると考えられる。

個々の就労アセスメントの実施状況を把握

する上で、これらの項目から就労アセスメ

ントの状況を把握することは、当該就労ア

セスメントの実践をより効果的なものにす

るための検討材料となることが考えられる。 

 

４．総合考察 

センターにおける就労アセスメントの実

施状況を把握するために、全国のセンター

を対象とした質問紙調査及び 2 所へのイン

タビュー調査を行った。その結果、センタ

ーで行われている就労アセスメントの実態

が明らかになり、地域特性（特に就労移行

支援事業所との役割分担）の影響、就労ア

セスメントをより意義のあるものとするた

めに、今後の改善の余地が残されているこ

と（アセスメント結果の共有方法など）等

の可能性があることが示された。ただし、

本報告書で示した内容は基本的な集計結果、

インタビュー調査の概要から得たものであ

り、さらにさまざまな要素・変数との関連

について追及していくことで、より就労ア

セスメントの実態の詳細が明らかになって

いくものと考えられる。 

一方、本報告書で示した結果からでも実

践に向けた示唆を得ることはできるだろう。

それらは以下のとおりである。 

・就労アセスメントの実施のタイミングの

問題。B 型事業所に進むことを前提とした

アセスメントを行うのではなく、進路探索

の段階で行えるような工夫が必要であるこ

と。 

・就労アセスメントの実施において、対象

となる障害者本人・家族だけではなく、所

属する機関（特別支援学校や B 型事業所等）

の職員への啓発が重要であること。 

すなわち、就労アセスメントそのものに

関する工夫だけではなく、その計画段階、

実施後での障害者本人を取り巻く環境（保

護者、支援者、支援機関）へのアプローチ

も重要であると考えられよう。 
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就労継続支援Ｂ型の利用に係る 
就労アセスメントの実施状況に関する調査 

 

この調査は、平成 28 年度厚生労働科学研究「就労アセスメント実施者に対する研修カリキ

ュラム構築のための調査研究」の一環として実施するものです。 

就労移行支援事業所（無作為抽出した全国の開設１年以上の 2,000 事業所）、障害者就業・

生活支援センター（開設１年以上のセンター326 か所）における、就労アセスメントの実施

状況について明らかにすることを目的としています。 

調査結果は、個人情報や個々の事業所名・センター名は伏せてとりまとめの上、公表するこ

ととなりますのでご承知おきください。 

ご多用のところ、誠に恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力いただき

ますようお願い申し上げます。 

「就労アセスメント実施者に対する研修カリキュラム構築のための調査研究」 

研究代表者 早稲田大学 教育・総合科学学術院 教授 梅永雄二 

○ 貴センター名、ご回答者様等についてお伺いします。 

法人名  センター名  

ご氏名  役職名  

電話番号  FAX  

○ 「就労アセスメント」とは 

本調査における「就労アセスメント」とは、「就労継続支援Ｂ型の利用希望者又は就労継続

支援Ｂ型の利用を検討している者（① 就労経験者であって年齢等の面で一般企業に雇用され

ることが困難となった者、② 50 歳以上の者、③ 障害基礎年金１級受給者、④ 既に就労

移行支援を利用済の者を除く。）に対して、就労移行支援事業所又は障害者就業・生活支援セ

ンターによるアセスメントにより、就労面に係る課題等の把握を行うこと」を指します。 

○ 以下の問にご回答願います。選択肢については、番号に○をつけてください。 

問 1 貴センターの所在地、開設年度、法人内で就労移行支援等を実施しているか、登録者数、
一般就労者数について、ご回答ください（都道府県労働局への報告方法に準じて計上して
ください）。 

 ①所在地 
都 道  
府 県  

市 区  
町 村  

②開設年度 平成    年度 

 
③法人内で就労
移行支援等を実
施しているか 

01 実施していない       02 就労移行支援のみを実施 
03 就労継続支援Ａ型のみを実施 04 就労継続支援Ｂ型のみを実施 
05 就労移行支援、就労継続支援Ａ型及びＢ型を実施 
06 就労移行支援及び就労継続支援Ａ型を実施 
07 就労移行支援及び就労継続支援Ｂ型を実施 
08 就労継続支援Ａ型及びＢ型を実施 

障害者就業・生活支援センター用 
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④27 年度登録障
害者数・一般就労
者数 

2７年度末時点における登録障害者数    人 

 うち一般就労者数（就労継続支援 A 型利用者は除く。）    人 

 
問２ 貴センターでは、27 年度に、就労アセスメントを実施しましたか。 

「実施した」場合は、②もご回答ください。  

 
① 就労アセス

メントの実施 
01 実施した 
02 未実施 

② 就労アセスメ
ント開始時期 

01 26 年度以前から実施 
02 27 年度から実施 

 
①が「01」の場合→ 問３にお進みください。 
①が「02」の場合→ 問２-２をご回答いただき終了です。ご協力ありがとうございました。 

 
問３ ２７年４月１日～２８年３月３１日の間について、以下の実人数を障害別にご記入くだ

さい。なお、複数の障害がある方については、主たる障害を判断し、計上してください。 
例：身体障害と知的障害のある方であって、主たる障害が知的障害と判断される場合は、

「知的障害者」の欄に 1 人計上する。 
※ 精神障害者保健福祉手帳を所持している等、精神障害に該当する方で、主たる障害が

発達障害である方は、「精神障害者」及び「うち発達障害者」の欄に１人計上する。 

 

（集計困難の欄がある場合は空欄で構いませ
ん。） 

身体  
障害者 

知的 
障害者 

精神 
障害者 

 難病等
障害者 左記合計 ※うち発

達障害者 

① 就労アセスメント実施人数 人 人 人 人 人 人 

 
② うち特別支援学校高等部在学者 人 人 人 人 人 人 

③ うち②以外の者 人 人 人 人 人 人 
 

問４ 問３の②「特別支援学校高等部在学者」に実施した場合、ご回答ください。 
① 就労アセスメントの平均実施日数（１人が実際に利用した日数）（選択は１つ） 

 01 １～２日 ・ 02 ３日 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超  

② 実際に必要と思われる日数（選択は１つ） 
 01 １～２日 ・ 02 ３日 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超  

③ 就労アセスメント実施後の卒業後の進路、利用サービス等（集計困難の欄がある場合は
空欄で構いません。） 

 

（１）一般就労         人 （６）(2)～(５)以外の障害福祉サービス    人 

（２）就労移行支援       人 （７）進学                 人 

（３）就労継続支援Ａ型     人 （８）在学中                人 

（４）就労継続支援Ｂ型     人 （９）その他                人 

（５）生活介護         人 （10）不明                 人 

問２－２ 就労アセスメントを実施しなかった主な理由についてご回答ください。（選択は
１つ） 

01 就労アセスメントの依頼がなかった 
02 自治体にて就労アセスメントを実施する事業所や就業・生活支援センターが指定されている 
03 実施予定であったが、対象者の都合等により実施できなかった（または中止した） 
04 就労アセスメントのノウハウがないため、または実施方法が不明であるため、断った 
05 他の利用者への支援の支障になる、または手続きが煩雑その他の理由のため、断った 
06 その他 
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問５ 問３の③「②以外の者」に実施した場合、ご回答ください。 
① 就労アセスメントの平均実施日数（１人が実際に利用した日数）（選択は１つ） 

 01 １～２日 ・ 02 ３日位 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超 

② 実際に必要と思われる日数（選択は１つ） 
 01 １～２日 ・ 02 ３日位 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超 

③ 就労アセスメント実施後の進路、利用サービス等（集計困難の欄がある場合は空欄で構
いません。） 

 

（１）一般就労         人 （６）(2)～(５)以外の障害福祉サービス    人 

（２）就労移行支援       人 （７）進学                 人 

（３）就労継続支援Ａ型     人 （８）在学中                人 

（４）就労継続支援Ｂ型     人 （９）その他                人 

（５）生活介護         人 （10）不明                 人 

 

 

問７ 就労アセスメントを実施する職員の状況及び資格等取得状況についてご回答ください。 

① 就労アセスメントを実施する職員（選択は１つ） 

01 特定の職員が単独で実施 02 特に定まってはいないが職員が単独で実施 

03 複数の職員で分担して実施 04 定めてはいない 

② 就労アセスメントを実施する職員の資格や支援経験の状況（該当するもの全て選択） 

01 福祉関係（社会福祉士等）の資格 02 サービス管理責任者研修（就労分野）修了 

03 ジョブコーチ養成研修修了 04 障害者雇用企業等に対する支援の経験 

05 障害者雇用企業における勤務経験 06 福祉関係の資格は取得していない 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問６ 就労アセスメントを所外で実施している場合、実施場所をご回答ください。（該当する

もの全て選択） 

01 貴センターが職場実習等で協力を得ている企業等 02 特別支援学校等の校内 

03 特別支援学校等が実施する職場実習先の企業等 04 就労移行支援事業所 

05 01～04 以外の場所 06 所外では実施していない 
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問 10 通常、どのようなアセスメントをしていますか、障害別にご回答ください。 

① 当該障害のある方に対して、通常実施している内容 （選択は最大２つまで） 

01 就労移行支援、就労継続支援事業所における実習 02 作業検査・ワークサンプル 

03 企業実習 04 グループワーク等、作業以外のプログラム 

05 対象者、家族、関係者等への面接 06 チェックリスト等を活用した調査 

07 職業適性検査、各種心理検査等の実施 08 その他・当該障害のある方へは未実施 

② ①の実施理由 （選択は最大２つまで） 

09 作業態度、作業遂行力の把握が重要なため 10 対人対応、社会生活面の状況把握が重要なため 

11 対象者の希望や支援ニーズ等の把握が重要なため 12 日常生活の状況把握が重要なため 

13 集団の中での状況把握が重要なため 14 企業等、所外での状況把握が重要なため 

15 その他 16 当該障害のある方へは未実施 

問８ 就労アセスメントを実施してどのように感じたか、ご回答ください。（該当するもの全
て選択） 

01 対象者や家族、または関係する機関の職員

（以下「関係者」という。）が、一般就労に向

けた支援や就労移行支援を知る機会となるこ

とが多い 

02 対象者や家族、または関係者に、一般就労を

目指す場合の必要な支援内容、対象者のセール

スポイントや課題を示すことができる場合が

多い 

03 対象者や家族が、就労継続支援Ｂ型から、一

般就労に向けた支援や就労移行支援の利用に

変更する機会となることがある 

04 対象者に、就労アセスメントの実施が困難で

あった者が多い 

05 対象者に、一般就労に向けた支援や就労移行

支援の利用が考えられる方はいなかった 

06 その他・何とも言えない・わからない 

問９ 対象者や家族、関係者の状況について、ご回答ください。（該当するもの全て選択） 

01 対象者や家族が、一般就労に向けた支援や就労

移行支援を知らない場合が多い 

02 関係者が、一般就労に向けた支援や就労移

行支援を知らない場合が多い 

03 対象者や家族が、将来の一般就労への移行や能

力向上の可能性を検討していない場合が多い 

04 関係者が、将来の一般就労への移行や能力

向上の可能性を検討していない場合が多い 

05 対象者や家族、または関係者が、就労アセスメ

ントの目的（就労面に係る課題等の把握）を知

らない場合が多い 

06 その他・何とも言えない・わからない 
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知的障害者に 
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  
精神障害者に 
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  

発達障害者に 
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  
身体障害者に実
施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  

難病等障害者に
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

   

 

問 11 アセスメントを実施する上で、どのようなアセスメント技術を必要としていますか。 

（選択は、①最も必要としていること、②次に必要としていること、の２つまで） 

01 アセスメント全般に関する基礎知識の獲得 02 アセスメント結果の精度を高める方法 

03 障害特性の知識、障害特性を踏まえた対象者への

対応方法、面接や聞き取りの方法 

04 画一的ではない、対象者の状況を踏まえたアセス

メント手法の活用 

05 対象者や家族、関係者を参集したアセスメント会

議の効果的な運営方法や結果の説明方法 

06 観察記録の方法や結果の文章化のスキルアップ 

07 職員間のアセスメント実施ノウハウの共有方法 08 その他 

① 最も必要  ② 次に必要  （必要としていることがない場合は記入不要） 

 

 

問 13 就労アセスメントについて、ご意見があればご記入ください。 

 
 
 

ご協力ありがとうございました。本調査票は、12 月 10 日までにご返送ください。 

 

問 12 28 年度の就労アセスメントの実施可能人数についてご回答ください。（選択は１つ） 

01 27 年度と同人数程度の実施が可能 02 27 年度の２倍未満程度の人数の実施が可能 

03 27 年度の２倍以上の人数の実施が可能 04 27 年度より少ない人数の実施が可能 


